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島根地域における原子力防災について ①原子力災害対策重点区域・広域避難先

１．島根地域の原子力災害対策重点区域 ３．PAZ及びUPZの各自治体における広域避難先

 PAZ内、UPZ内の各市の住民の避難先は、県内外で確保。（鳥取県は県内避難のみ）

 地区毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他
の経路により避難を実施。

※PAZ（予防的防護措置を準備する区域）：Precautionary Action Zone
※UPZ（緊急防護措置を準備する区域）：Urgent Protective Action Planning Zone
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２．原子力災害対策指針における緊急事態の防護措置の考え方

関係県

PAZ UPZ

合 計

(概ね5 km）
（概ね5～

30km）

島根県 9,960 人 380,893 人 390,853 人

鳥取県 - 71,907 人 71,907 人

合 計 9,960 人 452,800 人 462,760 人

UPZの避難先

PAZの避難先

避難元 避難先

島根県
松江市

鹿島地区

島根県大田市生馬地区

古江地区

島根地区 島根県奥出雲町

（●数時間内を目途に区域を特定）

●PAZの住民の避難開始
●PAZの住民は安定ﾖｳ素剤を服用

例）冷却機能喪失

ＵＰＺ（5～30㎞） （30㎞～）

ＥＡＬ（ＧＥ）

例）大地震（松江市で震度6弱以上）

例）全交流電源喪失

PAZ（～5㎞）

●PAZの住民の避難準備を開始 ●UPZの住民は屋内退避の準備を開始
（●PAZの施設敷地緊急事態要避難者の避難等を開始）

（●PAZの施設敷地緊急事態要避難者の避難準備等を開始）

ＥＡＬ（ＡＬ）

ＥＡＬ（ＳＥ）

●UPZの住民は屋内退避

OIL1

OIL2

避難

1週間程度内に一時移転

（●１日内を目途に区域を特定し、
地域生産物の摂取を制限する）

空間線量率500μSv/h超過

空間線量率20μSv/h超過

事
故
等
が
進
展

③全面緊急事態（原災法15条）【防護措置を実施】

②施設敷地緊急事態（原災法10条）【防護措置の準備を開始】

①警戒事態【警戒体制の構築（参集、情報収集、拠点間の連絡など）】

 緊急事態の初期対応段階においては放射性物質放出前から原子力施設の状況に応じて、放射性物
質放出後は緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果に基づいて防護措置を実施。

① EAL（Emergency Action Level ）による初期対応段階における防護措置
原子力施設の状況等に基づく緊急事態区分を導入し、その区分を判断する基準（EAL）を設定。
EAL に基づき、避難等の防護措置を実施。
※施設敷地緊急事態要避難者の避難は、通常以上の時間がかかるため、 EAL（SE）の段階から開始する。
ただし、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、放射線防護対策施設に屋内退避する。

② OIL（Operational Intervention Level）による放射性物質放出後における防護措置
国はEAL（SE）の段階で緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰを立ち上げ、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを開始。放射性物質放出後、防護
措置の実施基準（OIL）に基づきﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果から区域を特定し、PAZ外の住民の防護措置を実施。

放射性物質放出後

＊冷却告示の対象となる1号機に関してはPAZなし、概ね5km
圏内がUPZとなる

 島根地域における原子力災害対策重点区域（概ね半径30kmの範囲）の人口は462,760人
 PAZ内の人口は、島根県松江市で9,960人。
 UPZ内の人口は、島根県及び鳥取県の関係6市で計452,800人。

松江市
まつえ し

雲南市
うんなん し 安来市

やすぎ し

米子市
よなご し

さかいみなと し

境港市

島根県

鳥取県

PAZ

UPZ

島根県４市避難先
・島根県内12市町
・岡山県内27市町村
・広島県内22市町

鳥取県２市避難先
・鳥取県内８市町

（C）2018ZENRIN(Z05E-第175号)

松江市避難先：浜田市、益田市、大田市、江津市、
奥出雲町、飯南町、川本町、美郷町、
邑南町、津和野町、吉賀町

出雲市避難先：出雲市（UPZ外）

松江市避難先：尾道市、福山市、府中市、庄原市、神石高原町
出雲市避難先：広島市、呉市、大竹市、廿日市市、安芸高田市、

江田島市、府中町、海田町、熊野町、坂町、
安芸太田町、北広島町

雲南市避難先：竹原市、三原市、三次市、東広島市、世羅町

松江市避難先：岡山市、倉敷市、玉野市、笠岡市、井原市、
総社市、高梁市、新見市、浅口市、早島町、
里庄町、矢掛町、吉備中央町

安来市避難先：津山市、備前市、瀬戸内市、赤磐市、真庭市、
美作市、和気町、新庄村、鏡野町、勝央町、
奈義町、西粟倉村、久米南町、美咲町

米子市避難先：鳥取市、倉吉市、湯梨浜町、三朝町、
琴浦町、北栄町

境港市避難先：鳥取市、岩美町、八頭町

資料２



島根地域における原子力防災について ②PAZにおける避難・屋内退避の考え方

区域 種別 対象者数
避難等の流れ

備考
警戒事態 施設敷地緊急事態 全面緊急事態

PAZ
（発電所か
ら概ね5km
圏内）

医療機関
入院患者

松江市

177人

 避難先は、県内災害拠点病
院3施設から優先的に確保。

 避難の実施により健康ﾘｽｸが
高まる者は、放射線防護対
策を講じた自施設で、避難準
備が整うまで屋内退避。

社会福祉
施設入所者

松江市

373人

 避難先は、島根県が広域福
祉避難所を確保済み。

 避難の実施により健康ﾘｽｸが
高まる者は、放射線防護対
策を講じた自施設で、避難準
備が整うまで屋内退避。

在宅の
避難行動要
支援者※1

※1特別な避難
先（広域福祉
避難所）、移動
手段を必要と
する者

松江市
479人

 避難先は、島根県が広域福
祉避難所を確保済み。

 避難経由所で指定された広
域福祉避難所へ避難。

 避難の実施により健康ﾘｽｸが
高まる者は、近隣の放射線
防護対策施設で避難準備が
整うまで屋内退避。

学校等の
児童生徒

松江市
1,855人

 警戒事態以降、児童等は学
校等で保護者への引き渡し
又は下校を実施。

 施設敷地緊急事態以降は、
保護者への引き渡し場所を
PAZ外の緊急退避所に変更。

 全面緊急事態以降、保護者
への引き渡しができた児童等
は避難を実施。

 保護者への引き渡しができな
かった児童等も、放射性物質
放出後、一時移転等の指示
があった場合は避難を実施。

一般住民
※2※3

※2家族等の支援
により他の住民と
一緒に一般の避
難所へ避難可能
な在宅の避難行
動要支援者を含
む。

松江市
9,960人

 避難先は、島根県が避難所
を確保済み。

 自家用車を利用可能な者は
自家用車で避難。

 自家用車が利用できない者
は、徒歩等で一時集結所に
集まり、島根県が確保したバ
スで避難。

放射線防護対策施設
（市内3施設）

＜避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者：249人＞

施
設
敷
地
緊
急
事
態
（原
災
法
10
条
）で
避
難
開
始

全
面
緊
急
事
態

（原
災
法
15
条
）で
避
難
開
始

※3 一般住民の対象者数は、PAZ内の総人口。

対象者

松江市
479人

＜避難可能な者：124人＞
施
設
敷
地
緊
急
事
態
要
避
難
者
の

避
難
準
備
等
を
開
始

一般住民の
避難準備を開始

対象施設

松江市
（1施設：177人）

広域福祉避難所
（大田市・奥出雲町内15施設）

広域福祉避難所
（大田市・奥出雲町
内15施設）

一時集結所
（市内13か所）

自家用車

徒歩等 バス

＜保護者へ引き渡しできなかった児童等＞

対象施設

松江市
（14施設：373人）

＜避難可能な者＞

バス

放射線防護対策施設
（自施設）

避難所
（大田市・奥出雲町

内47施設）

避難所
（大田市・奥出雲
町内47施設）

＜避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者：177人＞

＜避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者＞

一時集結所
（市内13か所）

島根県内災害拠点病院
（県内3施設）

放射線防護対策施設
（自施設）

徒歩等

支援者の車両（自家用車）

必要な準備を整
えてから避難

バス、福祉車両（島根県等が確保）

（自施設内）

（自施設内）

福祉車両（島根県等が確保）

※容態の安定や避難準備に時間を要する場合など

緊急退避所
（市内1か所）

対象者

松江市
9,960人

2

※放射性物質放出後の一時移転等

引き渡し
（帰宅）

引き渡し（避難指示まで待機）

＜引き渡しできた児童等＞

＜引き渡しできた児童等＞

バス（教職員が引率）

対象施設

松江市
（12施設：1,855人）

保護者の迎え 保護者の迎え

自家用車 避難経由所
（大田市・奥出
雲町内8施設）

必要な準備を整えて
から避難

必要な準備を整え
てから避難

避難経由所
（大田市・奥出雲町内8

施設）

避難経由所
（大田市・奥出雲町内8施設）



区域 種別 対象者数

屋内退避 ／一時移転等の流れ

備考
警戒
事態

施設敷地
緊急事態

全面緊急事態

UPZ
（発電所か
ら概ね5～
30km圏内）

医療機関
入院患者

島根県
5,984人

鳥取県
326人

 一時移転等の防護措置が必要と
なった場合、島根県、鳥取県の調
整により、医療機関の受入れ先
を選定し、入院患者を移転・収容。

社会福祉
施設入所者

島根県
8,933人

鳥取県
1,350人

 一時移転等の防護措置が必要と
なった場合、島根県、鳥取県があ
らかじめ確保した広域福祉避難
所等に避難。

在宅の
避難行動
要支援者

島根県
30,805人

鳥取県
6,995人

 一時移転等が必要となった避難
行動要支援者は、島根県、鳥取
県があらかじめ確保した避難所
へ避難。

 一般の避難所における生活が困
難な避難行動要支援者は広域福
祉避難所へ避難。

学校等の
児童生徒

島根県
59,123人

鳥取県
9,031人

 島根県は警戒事態等以降、鳥取
県は施設敷地緊急事態になった
時点で授業・保育を中止し、保護
者への引き渡しを開始。

 保護者へ引き渡しができなかっ
た場合は、全面緊急事態で屋内
退避を行い、その後指示に基づ
き避難先に一時移転等した後、
保護者に引き渡し。

一般住民※

島根県
380,893人

鳥取県
71,907人

 避難計画で定めている避難先へ
一時移転等を実施。

 自家用車や島根県、鳥取県が確
保したﾊﾞｽ等で移動。

広域福祉避難所等
（486施設）

自家用車、ﾊﾞｽ

全
面
緊
急
事
態
で
屋
内
退
避
を
開
始
。
そ
の
後
、
緊
急
時
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
に
基
づ
き
、
毎
時
５
０
０
マ
イ
ク
ロ
シ
ー
ベ
ル
ト
、
毎
時

２
０
マ
イ
ク
ロ
シ
ー
ベ
ル
ト
を
超
え
る
区
域
が
特
定
さ
れ
た
場
合
は
、
当
該
区
域
の
住
民
の
一
時
移
転
等
を
実
施

屋内退避
（ 349施設：
10,283人）

屋内退避
（37,800人）

屋
内
退
避
の
準
備
を
開
始

ﾊﾞｽ・福祉車両

ﾊﾞｽ・福祉車両

ﾊﾞｽ（教職員同乗）

一時移転等
対象学校等

一時移転
等対象者
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島根県
対象施設
（347施設）

屋内退避
（ 54施設：
6,310人） ﾊﾞｽ・福祉車両

避難先医療機関
（583施設）

屋内退避
（452,800人）

一時移転
等対象者

※ 一般住民の対象者数は、UPZ内の総人口。

一時移転等
対象病院

一時移転等
対象福祉施設

一時移転等
の指示

一時移転等
の指示

一時移転等
の指示

一時移転等
の指示

一時移転等
の指示

＜引き渡しできなかった児童等＞

避難所
（1,916施設）

広域福祉避難所等

（395施設）

屋内退避
（403施設）

島根地域における原子力防災について ③UPZにおける屋内退避・一時移転等の考え方

鳥取県
対象施設
（56施設）

学校等所在地区の
避難先施設

避難経由所
島根県

鳥取県

避難先施設
（1,521施設）

避難経由所
島根県

鳥取県

避難経由所
島根県

鳥取県

保護者

引き渡し

島根県、鳥取県が、それぞれの県内から優先
し、県内で不足する場合は中国地方等のバス
会社等から必要となる輸送手段を確保。



30km5km

（凡例）

：安定ヨウ素剤備蓄場所

：安定ヨウ素剤緊急配布場所

：上記両方を兼ねる場所

（C）2018ZENRIN(Z05E-第175号)

３．避難退域時検査の実施

２．安定ヨウ素剤の緊急配布

 島根県及び鳥取県では避難住民等に対する緊急配布に備えて安定ヨウ素剤を備蓄。

島根地域における原子力防災について ④住民の安全確保に向けた主な対策

安定ヨウ素剤の緊急配布場所安定ヨウ素剤の備蓄場所

島根県：83か所
鳥取県：89か所

１．緊急時モニタリングの実施

 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ地点175地点（島根県162地点、鳥取県13地点）を設定し、防護措置の実施判断
に係る連続測定を実施。

・島根県：224か所（一時集結所）
・鳥取県：53か所（一時集結所、避難退域時検査場所）

４．原子力災害医療

 避難退域時検査は、島根県及び鳥取県において選定済みの検査場所候補地で実施。

搬送

5km30km

いずも
いずも

【凡例】
：島根県候補地 ：鳥取県候補地 ：両県候補地（共同運営）

4

島根県
鳥取県

30km

・住民については、汚染拡
大防止処置を行った上
で除染が可能な機関で
除染を実施。場合によっ
ては、内部被ばくの検査
ができる機関へ搬送。

・携行物品については汚染
拡大防止措置等を実施。

OIL4超過

40,000cpm
超過

40,000cpm
以下

避
難
住
民

OIL4超過

一時保管等

乗員

車両

避難先へ

40,000cpm以下
避難先へ

住民
物品

40,000cpm
以下

簡
易
除
染

住
民
検
査

OIL4以下

簡
易
除
染 OIL4以下

車

両

の

検

査

携行物品検査 40,000cpm超過

40,000cpm
超過

＜検査の流れ＞

原子力災害拠点病院

原子力災害時において、汚染の有無
にかかわらず傷病者等を受け入れ、
被ばくがある場合には適切な診療等
を行う。

支
援

協
力

高度被ばく医療支援センター
原子力災害医療・総合支援センター

原子力災害拠点病院では対応できない高度
専門的な診療を行うほか、原子力災害拠点
病院等での診療に対して専門的助言を行う。
また、原子力災害医療・総合支援センターは
原子力災害医療派遣チームの派遣調整を
行う。

原子力災害医療協力機関

原子力災害医療や立地道府県等が
行う原子力災害対策等を支援する。

5km 30km

国立大学法人広島大学
国立研究開発法人

量子科学技術研究
開発機構
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鳥取県立中央病院

鳥取大学医学部附属病院

島根県立中央病院

島根大学医学部附属病院

（凡例）

 原子力災害医療は、放射性物質による汚染や被ばくの状況に応じて、下図の体制により実施。

：原子力災害拠点病院

：原子力災害医療協力機関

：高度被ばく医療支援センター等



１．緊急時の対応体制 ３．実動組織の広域支援体制

２．住民への情報伝達体制

 防護措置（避難、屋内退避、一時移転、安定ﾖｳ素剤の服用指示等）が必要になった場合は、原子力災害対策本部
等から、関係自治体に、その内容をTV会議等を活用し迅速に情報提供。

 自治体は、防災ﾒｰﾙ、防災行政無線、広報車等の複数の情報伝達手段を活用し、住民へ情報を繰り返し伝達。

全国の陸・海・空の自衛隊による支援

自衛隊による
災害派遣・原子力災害派遣

全国の都道府県警察による支援

警察による警察災害派遣隊

全国の市町村消防が所属する
都道府県単位による支援

消防による緊急消防援助隊

全国の管区海上保安本部による支援

海上保安庁による
巡視船艇・航空機の派遣

 地域ﾚﾍﾞﾙで対応が困難な場合は、島根県、鳥取県及び関係市からの要請を踏まえ、政府をあげ
て、全国規模の実動組織による支援を実施。

 要請の窓口となるｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（実動対処班）において集約した各種要請に対し、原子力災害対策
本部（官邸・ERC（原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ））の調整により、必要に応じ全国の実動組織
（警察、消防、海保庁、自衛隊）による支援を実施。

5

島根地域における原子力防災について ⑤緊急時における対応体制

４．実動組織による支援例

 巡視船艇による住民避難の支援
 緊急時モニタリング支援
 船舶等への避難指示の伝達
 海上における警戒活動

海上保安庁

 避難行動要支援者の搬送の支援
 傷病者の搬送
 避難指示の伝達

消防組織

 現地派遣要員の輸送車両の先導
 避難住民の誘導・交通規制
 避難指示の伝達
 避難指示区域への立ち入り制限等

警察組織

 島根県、鳥取県及び関係市との調整を踏まえ、必要に応じ広域応援を実施。

原子力事業者
島根県原子力防災ｾﾝﾀｰ(ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ)

（松江市）

住民

防護措置の指示
住民広報
避難誘導 等

緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

構成員・
連絡員

・異常事態の通報義務
・要員派遣

緊急事態応急対策活動原子力災害現地対策本部
本部長：内閣府副大臣

関係省庁要員が緊急時に参集

合同対策協議会により、必要な情報共有と応急対策を実施

島根県
災害対策本部

被災者の
救援等の支援

要請

・住民広報や避難
計画に基づき避
難・屋内退避等
を実施

○実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）
○指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構等）

関係６市
災害対策本部

全国の実動組織による支援

 緊急時モニタリング支援
 被害状況の把握
 避難の援助
 人員及び物資の緊急輸送
 緊急時の避難退域時検査及び簡易除染
 人命救助のための通行不能道路の啓開作業

防衛省

原子力災害対策本部
本部長：内閣総理大臣

構成員・
連絡員

鳥取県
災害対策本部
現地災害対策本部

原子力災害合同対策協議会

原子力災害対策本部
（首相官邸）

TV会議等を活用し
迅速に情報伝達

情報伝達

住 民

関係自治体

報道
機関

ＴＶ・ﾗｼﾞｵ

自治体 防災メール

緊急速報ﾒｰﾙ
（携帯電話）

ホームページ

SNS（ﾂｲｯﾀｰ、ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ）

ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ
（ﾃﾞｰﾀ放送等）

屋内告知端末
（一部地区のみ）

防災行政無線・有線放送
（屋外スピーカー、戸別
受信機（集会所等））

広報車

鳥取県原子力防災アプリ
・モニタリング情報
・避難指示情報
・避難経路 などを提供

＜関係自治体が整備する住民への主な情報伝達手段の例＞

※災害時における報道・放送の要請に関する協定をNHK、民放、ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ、ﾗｼﾞｵ放送及び
新聞の各社と締結済み（島根県、鳥取県）

アプリ

30km

オフサイトセンター

政府の調整結果に基づく
現地派遣指示

現地における
各種要請の集約

原子力災害対策本部
（首相官邸）
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